「建国記念の日」反対２０２３年２・１１集会　リレートーク

国際卓越研究大学問題と学問の自由の危機

米田俊彦（お茶の水女子大学教員）

はじめに
大学の自治の恢復を求める会　　https://www.facebook.com/daxuezizhi2021/
参考文献
駒込武「大学の解体、民主主義の解体―「稼げる大学」法案を貫く統治理性―」『世界』960号、2022.8
石原俊・隠岐さや香（討議）「研究と教育のゆくえを問う」『現代思想』50巻12号、2022.10
　　※石原さんは現代高等教育政策研究会代表。
　　光本滋「国際卓越研究大学が招くガバナンス問題」同前所収
　　駒込武「大学ファンドの代償―わたしたちは何を犠牲にしようとしているのか？」同前所収
　　駒込武「産学官連携の同時代史」『部落問題研究』243号、2022.12
　　石原俊「大学ファンドと国際卓越研究大学がもたらすもの」『中央公論』1671号、2023.2

（１）2022年５月国際卓越研究大学法成立（11月15日施行）
　正式名称：国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律
　　第三条４項　文部科学大臣は、基本方針を定め、又は変更しようとするときは、関係行政機関の長に協議するとともに、総合科学技術・イノベーション会議の意見を聴かなければならない。
　　第四条４項　文部科学大臣は、第一項の認定〔国際卓越研究大学の認定〕をしようとするときは、総合科学技術・イノベーション会議及び科学技術・学術審議会の意見を聴かなければならない。
　　第五条４項　文部科学大臣は、第一項の認可〔「国際卓越研究大学研究等体制強化計画」の認可〕をしようとするときは、内閣総理大臣及び財務大臣に協議するとともに、総合科学技術・イノベーション会議及び科学技術・学術審議会の意見を聴かなければならない。
　総合科学技術・イノベーション会議（ＣＳＴＩ）
　　議長：内閣総理大臣　議員：閣僚６人・有識者７人・関係機関〔日本学術会議〕の長１人
　国際卓越研究大学は、教育・学術行政の枠を超えた〈国策大学〉

（２）国際卓越研究大学の主要な認定基準
（「国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化の推進に関する基本的な方針」より）
　○Top10％論文数が1,000本程度（直近の５年間総計）以上であり、かつ、総論文数に占める Top10％論文数の割合が10％程度以上となっていること。また研究者一人当たりの Top10％論文数において、優れた実績（0.6 本程度以上）を有すること。
　○民間企業等からの研究資金等受入額が、直近５年間の年平均で10億円程度以上、または、研究者一人当たりの研究資金等受入額において、年平均100万円程度以上となっていること。
　○多様な分野の学術研究ネットワークの牽引の状況に加え、国際研究協力に係る体制、若手研究者・女性研究者・外国人研究者の登用・活躍に係る体制（特に外国人研究者の割合が将来的に世界最高水準の研究大学に匹敵するものとなることが相当程度見込まれること）、事務職員や研究マネジメント人材、専門職人材の配置、研究施設及び研究設備、研究インテグリティの確保体制等について、国際競争力の強化の観点から適切に整備されていること
　○大学の収入全体から国又は地方公共団体が支出する運営費交付金や私立大学等経常費補助金等の基盤的経費や学生からの授業料や検定料等を除いた額の大学の収入全体に占める割合が、直近５年間の平均で20％程度以上となっていること。
（３）助成額の算定式（「公募要領」より）
	外部資金（公的資金を除く）の獲得実績に応じた「研究等体制強化促進分」に加え、将来的な大学独自基金の造成及び大学ファンドの運用元本の強化による制度の安定性の確保等の観点から、「大学成長基盤強化促進分」を助成することとし、各年度の助成額は以下の式で算定します。
助成額 ＝ 研究等体制強化促進分 ＋ 大学成長基盤強化促進分
研究等体制強化促進分＝ 各大学の外部資金獲得額（公的資金を除く）の５年平均 × 係数α※１
大学成長基盤強化促進分※２ ＝ （大学の自己財源※３より大学独自基金に積み上げた額＋大学の自己財源より大学ファンドへ資金拠出（出えん）した額） × 係数β※１

※１ α＝1.0、β＝2.0 を基準としますが、審査の際に必要性や根拠などを審議した上で、継続的な事業成長を果たすことの蓋然性や大学独自基金の造成の実現可能性の観点も踏まえ、体制強化計画の内容に応じて設定することとします。なお、審査の際には、個々の大学への助成額を大学ファンドの運用益に基づく助成総額の範囲内に収める必要があることから、世界最高水準の研究大学を実現するための効果的・効率的な助成金の使用についても確認します。
※２ 実績に基づいて算出するため、３年度目から加算されます。
※３ 自己財源とは外部資金獲得額（公的資金を除く）を指します。



（４）「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」構想
[image: ]国際卓越研究大学
　　　　　（米田注記）

2022年12月22日総合科学技術・イノベーション会議資料「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ改定に向けた状況（改定案イメージ）」（https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/yusikisha/20221222/siryo2.pdf）

「地域中核大学」「特色ある研究大学」の底上げ→種別化というより階層化される日本の大学
　国際卓越研究大学は頂点的な存在


（５）国際卓越研究大学の問題点
　① 多額の助成金が大学単位に交付されること。
　　特定大学への国策的梃入れ。
　② 助成金の金額が巨額であること。
　　10兆円×年３％＝3000億円→５～６校に配分→500～600億円／校
　　自前のファンド形成と大学ファンドへの拠出の義務づけ　※拠出金は最後に戻るが全額が戻る保障なし
→「稼げる大学」「毒まんじゅう」
　　３％の運用益は不確実
　③ 事業期間が最長で25年、途中で評価が行われ、助成の減額や中止もあること。
　④ 国際卓越研究大学の運営が大学外からの強い関与のもとに置かれること
　　ＣＳＴＩによるコントロール
　　国際卓越研究大学の最高決定機関（合議体）：半数以上が学外者、事業計画策定や学長選考等の権限

（６）大学院博士課程学生数の減少
　① 授業料額の異常な高騰
国立大学授業料額
	1962年度まで 　9,000円　消費者物価指数
63～71年度 　 12,000円　31.4（70年）
72～75年度 　 36,000円　35.2（72年）
76・77年度　  96,000円　59.4（76年）
78・79年度　 144,000円　65.9（78年）
80・81年度 　180,000円　74.4（80年）
82・83年度   216,000円　79.3（82年）
84年度       234,000円　82.6
85・86年度   252,000円　84.2
87・88年度   300,000円　84.6
89年度　  　 337,800円　87.7
	90年度　　　 339,600円　90.4
91・92年度　 375,600円　92.9
93・94年度　 411,600円　95.6（93年）
95・96年度　 447,600円　95.8（95年）
97・98年度　 469,200円　98.1（97年）
99・2000年度 478,800円　97.8（98年）
01年度　　　 492,300円　96.3
02年度　　　 496,800円　95.7
03年度　　　 514,800円　95.5
04・05年度　 520,800円　95.4（04年）
06年度～　　 535,800円 100.0（20年）


大学進学率
　　　1974年 35.2％ → 1986年 34.7％ → 2000年 49.1％ → 2015年 56.5％
1966年国際人権規約Ａ規約第十三条２(C)
[bookmark: _Hlk125784325]「高等教育は、すべての適当な方法により、特に、無償教育の漸進的な導入により、能力に応じ、すべての者に対して均等に機会が与えられるものとすること。」
下線部を留保して1979年に批准、逆に授業料を上げ続ける（2012年下線部留保撤回）。
　授業料額を例えば年20万円にした場合の国からの支出額試算
　　　・国立大学の授業料を年20万円に引き下げるためには学生・院生１人当たり335,800円補填
335,800円×国立大学学生数75万人＝2518億5000万円
　　　・公私立大学学生・院生にも同じ金額を支出すると、全体で
　　　　　335,800円×国公私立大学学生数317万人＝１兆644億8600万円
　　　＊年20万円であれば大学院に進学しやすくなる（学部・大学院の進学率の大幅増が見込める）。
　　　＊同時に、大学の学費が大幅に低減されれば有効な少子化対策になる。
② 奨学金制度における免除職廃止
　　2004年日本育英会法廃止、日本育英会が日本学生支援機構に改組された際に、大学院で奨学金の貸与を受けた場合で、政令で定める教育または研究の職（免除職）に就けば、貸与を受けた金額の一部（５年以上在職）またはすべて（15年在職）が免除される制度が廃止された。
③ 大学法人化以降の任期付ポストの増加


（７）法律の規定における大学への配慮？
① 教育基本法（2006年）
　　（教育の目標）
　　第二条　教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。　※「我が国と郷土を愛する」を含む目標の５項目省略
　　（大　学）
　　第七条　大学は、学術の中心として、高い教養と専門的能力を培うとともに、深く真理を探究して新たな知見を創造し、これらの成果を広く社会に提供することにより、社会の発展に寄与するものとする。
２　大学については、自主性、自律性その他の大学における教育及び研究の特性が尊重されなければならない。
② 国立大学法人法（2003年）
　　第三条　国は、この法律の運用に当たっては、国立大学及び大学共同利用機関における教育研究の特性に常に配慮しなければならない。
③ 国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律（2022年）
[bookmark: _Hlk123880228]　　第二条　国は、この法律の運用に当たっては、研究者の自主性の尊重その他の大学における教育及び研究の特性に常に配慮しなければならない。

おわりに―国際卓越研究大学による「学問の自由」「大学の自治」への想定される影響―
　○国際卓越研究大学内において、稼げる分野への資源集中、稼げない分野のリストラ
　　→国際卓越研究大学以外の大学に対しても稼ぐことを推奨→リストラの進展
　　→国立大学運営費交付金や私立大学等経常費補助金の削減
　○国際卓越研究大学の事業として経済安全保障法の「特定重要技術」の研究を実施
　　→研究成果は非公開、国家や軍需産業に（のみ）貢献
　○軍事研究に限らず、大学の教員・院生の研究成果が一般に公表される前に大学の知的財産と収益のための大学発ベンチャーに回収される懸念
　○大学の営利企業化、大学全体の産業化への第一歩（大学が大学でなくなっていく）
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